
受益者負担は適切か

施策への貢献度は適切か

効
率
性

民間委託等は可能か

事業費の更なる削減は可能か 非該当検討の余地がある

困難である

令和４年度の方針

所
管
課
の
評
価

（廃止・休止・終了の場合は記入不要）

--

0798

人
件
費

会計年度任用職員（千円）

所要人員（人）

3,734

0.000.000.00

00

3,734 798

0.00

コスト

低
下

今後の方針

見直しの余地がある

検討の余地がある 非該当

維
持

向
上

成
果

　行政評価の評価結果に対する行政評価委員会からの意見を受け、令和3年度をもっ
て事業を廃止した。

類似事業等との統合は可能か

非該当

適切である 不適切な部分がある 非該当

困難である

削減 維持 増加

事務事業の推進に当たっての課題

―

影響は大きい 影響は少ない 非該当

必要である

適合している

実施している 非該当見直しの余地がある

非該当見直しの余地がある

非該当

事業経費

合計（事業費+人件費）

-

【今後の方向性】

困難である

検討の余地がある

廃止・休止・終了拡充 現状維持 縮小・見直し

令和３年度の実績

　地域みんなでまちづくり会議及び職員地域担当制につ
いては、行政評価の評価結果に対する行政評価委員会か
らの意見を受け、廃止した。

市民・議会等から寄せられた意見
●会議の参加者からは、「有益な情報を得られ
る」などの肯定的な意見がある反面、「会議へ
の参加が負担」、「他の会議との違いがわから
ない」など否定的な意見があった。
●行政評価委員会からは、市民の自主的な行動
が誘発されず、地域コミュニティの活性化の機
運が高まらなかったことなど、本事業が期待し
た成果に結びつかなかったことから、二次評価
と同様に廃止も異論なしとの意見があった。

視
点
別
の
分
析

妥
当
性

市の関与は必要か

市民のニーズに適合しているか

市民との協働により事業を実施しているか

有
効
性

廃止・休止した場合の市民への影響

非該当

適切である 不適切な部分がある

令和2年度 令和3年度 令和4年度

－

0

－

－

　各地域における課題の解決に向けて、その地域に居住する市民を主とす
る構成員と協働で取り組むことにより、市民同士の交流を促進するととも
に、地域力の強化を図る。また、市職員も参画することにより、地域と市
の結びつきを強化し、市民の意向を市政運営に反映させる。

　各小学校通学区域における地域みんなでまちづくり会議の構成員が主体
となり、職員地域担当制により派遣される市職員とともに、身近な課題の
解決や各区域の活性化などを話し合うことにより、市民主体の自主的なま
ちづくりを推進する。

17 パートナーシップで目標を達成しよう

－

－

0

－

--

-

0

00

－

－

－

－

－

－

令和3年度決算令和2年度決算 令和4年度予算

0

-

武蔵村山市　令和４年度事務事業評価調書

事
務
事
業
の
概
要

協働推進

第１章　市民との協働による地域振興　第１節　コミュニティ　１ 地域コミュニティ

課

事務事業名

施策名称

所管部署

根拠法令等

目的

内容

SDGsの取組

武蔵村山市職員地域担当制実施要綱

事
務
事
業
の
実
施
状
況

地域コミュニティ活性化事業・職員地域担当制

協働推進 部 協働推進 係 内線 242

一般財源

国都支出金

その他
会計年度任用職員以外の職員（千円）

所要人員（人） 0.100.46

事業費（千円）
財
源
内
訳 --

0

評
価
指
標

指標名 単位 区分

1

地域みんなでまちづくり会議開催回数 回 目標

実績

達成率

2

― ― 目標

実績

達成率



1

交流事業の実施 ― 目標

実績

達成率

2

― ― 目標

実績

達成率

事
務
事
業
の
実
施
状
況

ホストタウン推進事業

企画財政 部 企画政策 係 内線 373

一般財源

国都支出金

その他
会計年度任用職員以外の職員（千円）

所要人員（人） 0.060.03

事業費（千円）
財
源
内
訳 0-

0

評
価
指
標

指標名 単位 区分

武蔵村山市　令和４年度事務事業評価調書

事
務
事
業
の
概
要

企画政策

第１章　市民との協働による地域振興　第１節　コミュニティ　２ 交流

課

事務事業名

施策名称

所管部署

根拠法令等

目的

内容

SDGsの取組

ホストタウン推進要綱

0-

-

0

074

－

－

－

－

－

－

令和3年度決算令和2年度決算 令和4年度予算

0

-

令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

延期

－

－

　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を契機とし
た、モンゴル国との相互交流を推進する。

　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に、ホストタウンと
して決定したモンゴル国の子ども達を招待して、交流事業を実施する。

17 パートナーシップで目標を達成しよう

－

実施

中止

－

事業経費

合計（事業費+人件費）

-

【今後の方向性】

困難である

検討の余地がある

廃止・休止・終了拡充 現状維持 縮小・見直し

令和３年度の実績

　令和3年度は、令和２年度に実施予定であった東京
2020オリンピック競技大会の延期により、7月、8月の
大会開催に合わせて、本市とモンゴル国の子どもたちの
競技観戦を予定していたが、オリンピックが無観客での
開催となったことから観戦は中止とした。
　また、代替事業として、オンラインを活用した交流事
業を計画していたが、新型コロナウイルス感染症の影響
により中止した。
　事業費については、モンゴル国との連絡調整業務の委
託に要した費用である。

市民・議会等から寄せられた意見

　令和3年3月予算特別委員会において、
「コロナ禍の実際の行き来ができない中
で、オンラインなどを活用し子どもたちの
国際交流を進めていってほしい」との意見
があった。

視
点
別
の
分
析

妥
当
性

市の関与は必要か

市民のニーズに適合しているか

市民との協働により事業を実施しているか

有
効
性

廃止・休止した場合の市民への影響

非該当

適切である 不適切な部分がある

影響は大きい 影響は少ない 非該当

必要である

適合している

実施している 非該当見直しの余地がある

非該当見直しの余地がある

非該当

維
持

向
上

成
果

　「ホストタウン」については、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大
会の開催を契機に、大会参加国との相互交流を図ることを目的としている。
　ホストタウン推進事業としては、令和3年度をもって終了とし、令和4年度からは
国際姉妹都市交流事業の枠組みで国際交流を推進していく。

類似事業等との統合は可能か

非該当

適切である 不適切な部分がある 非該当

困難である

削減 維持 増加

事務事業の推進に当たっての課題

　新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受ける。

所
管
課
の
評
価

（廃止・休止・終了の場合は記入不要）

74-

0589

人
件
費

会計年度任用職員（千円）

所要人員（人）

262

0.000.000.00

00

262 515

0.00

コスト

低
下

今後の方針

見直しの余地がある

検討の余地がある 非該当

受益者負担は適切か

施策への貢献度は適切か

効
率
性

民間委託等は可能か

事業費の更なる削減は可能か 非該当検討の余地がある

困難である

令和４年度の方針



1

交流事業の実施 － 目標

実績

達成率

2

交流事業以外のモンゴル国関係イベントの実施
件数

件 目標

実績

達成率

事
務
事
業
の
実
施
状
況

国際姉妹都市交流事業

企画財政 部 企画政策 係 内線 373

一般財源

国都支出金

その他
会計年度任用職員以外の職員（千円）

所要人員（人） 0.000.00

事業費（千円）
財
源
内
訳 --

0

評
価
指
標

指標名 単位 区分

武蔵村山市　令和４年度事務事業評価調書

事
務
事
業
の
概
要

企画政策

第１章　市民との協働による地域振興　第１節　コミュニティ　２ 交流

課

事務事業名

施策名称

所管部署

根拠法令等

目的

内容

SDGsの取組

―

0

－

実施

1

1

100%

令和3年度決算令和2年度決算 令和4年度予算 市民・議会等から寄せられた意見

令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施

延期

－

0

　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会後にモンゴル国ウラ
ンバートル市ハンオール区と国際姉妹都市又は国際友好都市の協定を締結
し、国際交流を推進する。

　モンゴル国ウランバートル市ハンオール区と国際姉妹都市の協定を締結
し、交流事業を実施する。

17 パートナーシップで目標を達成しよう

2

実施

中止

－

　平成31年3月予算特別委員会で「民間団
体の交流を促進してほしい」、令和3年3
月予算特別委員会で「コロナ禍の実際の行
き来ができない中で、オンラインなどを活
用し子どもたちの国際交流を進めていって
ほしい」、同年6月市議会定例会一般質問
で「協定により交流事業を恒例化してほし
い」との意見があった。

視
点
別
の
分
析

妥
当
性

市の関与は必要か

市民のニーズに適合しているか

市民との協働により事業を実施しているか

有
効
性

廃止・休止した場合の市民への影響

非該当

適切である 不適切な部分がある

--

155

0

1550

987

0

困難である

検討の余地がある類似事業等との統合は可能か

非該当

適切である

拡充 現状維持 縮小・見直し

令和３年度の実績

　令和3年度は、日本とモンゴル国の国交樹立50周年と
なる、令和4年2月を目安に国際姉妹都市の協定の締結に
向けて調整を行ったが、新型コロナウイルス感染症の影
響等により中止とした。

令和４年度の方針

向
上

成
果

　新型コロナウイルス感染症の影響が依然として大きい中で、相互の行き来は困難
であることから、オンラインを活用した交流を実施する。また、交流事業以外に
も、市民の方がモンゴル国について知る機会を創出する。

【今後の方向性】

不適切な部分がある 非該当

困難である

○

削減 維持 増加

事務事業の推進に当たっての課題

　モンゴル国との連絡調整に時間を要する。

廃止・休止・終了

所
管
課
の
評
価

（廃止・休止・終了の場合は記入不要）

--

1,1420

人
件
費

会計年度任用職員（千円）

所要人員（人）

0

0.000.000.00

00

0 0

0.13

コスト

低
下

今後の方針

見直しの余地がある

検討の余地がある

維
持

受益者負担は適切か

施策への貢献度は適切か

効
率
性

民間委託等は可能か

事業費の更なる削減は可能か 非該当検討の余地がある

困難である

非該当

影響は大きい 影響は少ない 非該当

必要である

適合している

実施している 非該当見直しの余地がある

非該当見直しの余地がある

非該当

事業経費

合計（事業費+人件費）

0



所
管
課
の
評
価

（廃止・休止・終了の場合は記入不要）

--

1,042718

人
件
費

会計年度任用職員（千円）

所要人員（人）

1,624

0.000.000.00

00

1,624 718

0.12

コスト

削減 維持 増加

事務事業の推進に当たっての課題

低
下

今後の方針

見直しの余地がある

検討の余地がある 非該当

非該当

困難である

非該当

○

維
持

向
上

成
果

　令和2年度から中止している横田基地高校生英語ツアーについては、本市が要望す
る感染症対策が望めない状況にあり、今後はそれに代わる事業の実施を図る。

類似事業等との統合は可能か

効
率
性

民間委託等は可能か

事業費の更なる削減は可能か

廃止・休止した場合の市民への影響

17 パートナーシップで目標を達成しよう

適切である 不適切な部分がある 非該当

適切である 不適切な部分がある 非該当

困難である

影響は大きい 影響は少ない 非該当

必要である

適合している

実施している

令和4年度予算

918

－

124

令和2年度

施策への貢献度は適切か

実施

中止

－

見直しの余地がある

事業経費

合計（事業費+人件費）

0

【今後の方向性】

困難である

検討の余地がある

廃止・休止・終了拡充 現状維持 縮小・見直し

令和３年度の実績

市民・議会等から寄せられた意見

―

視
点
別
の
分
析

妥
当
性

市の関与は必要か

市民のニーズに適合しているか

市民との協働により事業を実施しているか

有
効
性

事
務
事
業
の
実
施
状
況

国際交流推進事業

協働推進 部 協働推進 係 内線

0

1240

－

－

実施

令和3年度決算令和2年度決算

目的

内容

SDGsの取組

令和3年度

　国際化社会の対応と国際理解の推進のため、国際交流事業を推進する。

　国際化社会への対応を図り、国際理解を推進するため、国際交流事業の
検討を行う。
　さらに、地域の外国人コミュニティと、自治会等の交流を促進し、市民
の国際交流の活性化に努める。

一般財源

国都支出金

武蔵村山市　令和４年度事務事業評価調書

事
務
事
業
の
概
要

協働推進

第１章　市民との協働による地域振興　第１節　コミュニティ　２ 交流

課

事務事業名

施策名称

所管部署

根拠法令等 ―

242

その他
会計年度任用職員以外の職員（千円）

所要人員（人） 0.090.20

事業費（千円）
財
源
内
訳 --

0

評
価
指
標

指標名 単位 区分

－

－

－

令和4年度

実施

中止

－

　コロナ禍により、横田基地高校生英語ツアー及び国際
理解講座について、開催を中止した。

　新型コロナウイルス等の感染症の対策を行って、実施
が可能な事業を模索することが必要である。

1

国際交流事業の実施 ― 目標

実績

達成率

2

― ― 目標

実績

達成率

非該当

非該当見直しの余地がある

非該当

0--

－

検討の余地がある

受益者負担は適切か


